
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
該当なし

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、青洲会規定の退
職金制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。
（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）は省略している。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　当法人では、公益事業及び収益事業を実施していない。
（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　ア　本部拠点
　　　イ　さくら苑拠点
　　　　　「生活介護」「短期入所」
　　　　　「施設入所支援」「日中一時支援」
　　　ウ　いなの里拠点
　　　　　「特養いなの里従来型」　　「居宅いなの里」　　　　　「通所介護どんぐり村集会所」
　　　　　「特養いなの里ユニット型」「託児所なのはな園」　　　「小規模どんぐり倶楽部」　　　　　
　　　　　「短期入所いなの里」　　　「地域包括いなの里」　　　「訪問介護いなの里」　　　　　　　
　　　　　「通所介護いなの里」　　　「グループホームどんぐり荘」　　　　　　　　　　　　　　
　　　エ　阿見こなん拠点
　　　　　「特養阿見こなん」　　「通所介護阿見こなん」
　　　　　「短期入所阿見こなん」「居宅阿見こなん」
　　　オ　ひたち野うしく保育園つくしんぼ拠点
　　　　　「保育事業」「子育て支援事業」「一時預り保育事業」「病児病後児保育事業」
　　　カ　こほく拠点
　　　　　「特養こほく」「通所介護こほく」「初任者研修（公益事業）」
　　　　　「短期入所こほく」　「担い手養成事業（公益事業）」

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　       214,759,054円 
　　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　       2,064,837,962円 
            建物（その他の固定資産）　　　　　　　　　　          20,308,008円
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       2,299,905,024円 
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定を含む）　　　     1,169,831,000円  
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   1,169,831,000円
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 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

取引条件及び取引条件の決定方針等

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当あり
（いなの里）
令和2年4月1日より、どんぐり村拠点区分を独立し、経理するようにしている。
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15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当あり
　（いなの里）
①平成30年度決算にて、銀行の残高証明書との差額4,727,095円（残高証明書の方が多い）を
　借方　徴収不能引当資産／貸方　徴収不能引当金（長期）としてB/Sに計上した。
　上記について、期中に検証を行い、以下の結論に至った。
②差額4,727,095円は、元職員が過年度に不正経理により退職給付引当資産を取り崩していることから、
　退職給付引当資産に充当するのが妥当と思われる。
③平成30年度末は退職給付引当金19,387,320円に対し、退職給付引当資産18,950円。
　引当金に対して19,368,370円の積立不足額が生じていた。
　これを平成30年度末に本来あるべきであった退職給付引当資産の金額に一致させる処理を行った。
　その原資として、
　　ｱ　徴収不能引当資産　4,727,095円
　　ｲ　定期預金通帳のうち、流動資産に計上していた分　11,254,405円
　　　　19,368,370円－（ｱ　4,727,095円＋ｲ　11,254,405円）＝3,386,870円
　　ｳ　差額3,386,870円は普通預金から退職給付費用として支出した。
④不正経理に使用された定期預金通帳は解約し、新たに証書にして本部保管としている。
⑤元職員からの弁済は、期中に長期貸付金回収収入2,000,000円。
　令和2年3月31日現在、長期貸付金残高22,705,035円。


